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第第１１章章  
 

暮暮ららししのの安安心心・・安安全全をを守守るるままちちづづくくりり  
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(１)次世代育成支援の充実 ------------------------- 6 
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(５)社会保障の充実------------------------------ 20 
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(２)地域医療の充実------------------------------ 24 

４ 市民が安心して暮らせる環境づくり 
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次代を担う子どもが人間性豊かで心身ともにたくましく成長す

るよう、「さんようおのだ子育て元気プラン」の着実な推進を図り、

家庭・地域・行政が連携しながら子どもを安心して生み育てること

ができる環境づくりを推進します。 

 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

地域子育て支援センタ

ー※の設置数 
－ H19.3 ５箇所 

 
５箇所 

 
７箇所 

ファミリーサポートセンター※

設置数（登録人数） 
－ H19.3 

０箇所 

(0 人) 

 １箇所

(267 人) 

 １箇所 

(300 人) 

児童館１館当たり来場

者数 
１年間の来場者数 H18 年度 7,670 人 

 
7,012 人 

 
8,000 人 

 

●現状  

本市の児童人口（0～17歳）は平成２２年(2010 年)現在、10,469

人で、減尐傾向にあり、市の持続的な発展にとって大きな危惧を抱

かせるものです。 

また、核家族化の進行、地域社会の連帯感の希薄化などにより家

庭や地域における子育て機能が低下しています。 

●課題  

近年、出生数の減尐、核家族化の進行、女性の社会進出、地域連

帯感の希薄化などにより、子どもを取り巻く環境は大きく変ってき

ています。このため、健全に、また、安全に子育てを行うための環

境づくりや支援の在り方が重要な課題となっています。 

 

 
 

 

 

   

１１  安安心心ししてて子子どどももをを生生みみ育育ててるるここととががででききるる環環境境づづくくりり  

  

※ファミリーサポートセンター： 

子育て支援サービスを提

供したい者と受けたい者が

会員になり、会員同士が有

償で助け合う事業 

 

 

 

※地域子育て支援センター： 

地域子育て支援策とし

て、保育園等で育児相談・

子育てサークル育成などを

実施する事業 

 

 

 

基本方針 

(１) 次世代育成支援の充実 

現状と課題 
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① 地域子育て支援体制の充実 

子育て家庭に対して、身近な地域から子育て支

援が展開できるよう、地域社会が主体となって支

援するネットワークの整備を図ります。 

② 家庭における子育て支援 

子育て家庭を支援するため、子育て支援サービ

スの活用を促進する情報提供や子育てに問題を抱

える家庭の相談機能の充実を図ります。 

③ 子育て負担の軽減 

子育て家庭に対して経済的な子育て負担の軽減

を図るなど子育て環境の向上に努めます。 

④ 児童の健全育成 

未就学障がい児の療育体制の整備や児童虐待等

の問題に対して、適切に対処する関係機関ネット

ワークを充実するとともに、児童の健全育成拠点

の整備を図ります。 

⑤ ひとり親家庭の支援 

ひとり親家庭の自立に向けた支援策を拡充する

とともに、自立支援サービスを有効に活用できる

よう相談機能の向上を図ります。 

 

 

 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・地域子育て支援センターの充実 

・ファミリーサポートセンターの充実 

・子育てサークルの充実 

＜主な取組＞ 

・子育て支援情報の発信 

・家庭児童相談体制の強化 

＜主な取組＞ 

・保育所保育料の軽減 

・乳幼児医療費の軽減 

・就園・就学費用の軽減 

＜主な取組＞ 

・子育て支援ネットワークの強化 

・児童の健全育成拠点の整備 

・未就学障がい児の療育体制の整備 

・心身障がい児簡易通園施設の充実 

＜主な取組＞ 

・母子自立支援体制の充実 

・自立支援サービスの充実 

・ひとり親家庭への生活支援 

① 地域子育て支援体制の充実 

③ 子育て負担の軽減 

⑤ ひとり親家庭の支援 

② 家庭における子育て支援 

④ 児童の健全育成 

(１) 次世代育成支援

の充実 

 

基
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プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

戦 
 

略 
 

 
 

基
本
計
画 

 

暮
ら
し
の
安
心
・
安
全
を
守
る
ま
ち
づ
く
り 

 

第
一
章 



 

 8 

 

 

男女がともに子育てと仕事が両立できるよう、保育サービスの充

実を図るとともに、子育て世帯に配慮した就業環境の整備を促進し

ます。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

延長保育実施保育園数 － H19.3 ８箇所 
 

11 箇所 
 

13 箇所 

放課後児童クラブ※数 － H19.3 12 クラブ 
 

15 クラブ 
 

15 クラブ 

 

●現状  

仕事と子育ての両立支援は、尐子化対策の中軸をなすものとして

ますます重要となっています。女性の社会進出に伴う共稼ぎ世帯の

増大や就労形態の変化に伴い、保育園・幼稚園における保育需要や

放課後児童保育の需要が増大してきています。 

 

●課題  

多様化する保育ニーズに応えるため、延長保育や一時保育、障が

い児保育など、多様な保育サービスの充実・拡大や放課後における

児童の保育時間の延長などの充実が必要です。 

子どもたちに良質な保育環境を提供するとともに、待機児童の解

消を図るため、施設整備への計画的な取組が求められます。また、

子育て世帯に配慮した就業環境の整備も重要な課題です。 

   

１１  安安心心ししてて子子どどももをを生生みみ育育ててるるここととががででききるる環環境境づづくくりり  

基本方針 

(２) 仕事と子育ての両立支援 

現状と課題 

※放課後児童クラブ： 

保護者が昼間家庭にいな

い小学生（概ね 10 歳未満

の児童）に対し、放誯後に

適切な遊びや生活の場を提

供し世話を行う事業。 
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① 多様な保育サービスの充実 

民間活力を活用して、延長保育や一時保育、障

がい児保育等の多様な保育サービスの推進を図り

ます。 

② 放課後児童対策の充実 

放課後において、保護者のいない小学校低学年

を対象とした放課後児童対策を充実させます。 

 

③ 児童福祉施設の充実 

保育園、児童館などの児童福祉施設を整備し、

地域における保育サービスの充実を図る基盤づく

りを推進します。 

④ 子育て世帯の労働環境の充実 

女性の再雇用の促進、労働時間短縮など多様な

働き方の選択、育児休業制度の普及啓発等を図り

ます。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・延長保育の実施 

・一時保育・病児保育・子育て短期支援な

ど一時預かり型保育の充実 

・休日保育の検討 

＜主な取組＞ 

・放誯後児童クラブの充実 

・放誯後児童クラブの保育時間延長の実施 

・放誯後子ども教室推進事業との連携 

 

＜主な取組＞ 

・保育園の整備・充実 

・児童館の整備・充実 

 

＜主な取組＞ 

・女性の再雇用の促進 

・労働時間短縮など多様な働き方の選択 

・育児休業制度の普及啓発 

① 多様な保育サービスの充実 

③ 児童福祉施設の充実 

② 放課後児童対策の充実 

④ 子育て世帯の労働環境の充実 

(２) 仕事と子育ての

両立支援 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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子どもを安心して生み育てることができるよう、妊娠・出産・子

育ての不安を解消するとともに、元気な母親・元気な子どもづくり

を支援する体制の整備を図ります。 

 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

妊婦健康診査 
受診者数÷健診

対象者数×100 
H17 年度 95.30% 

 
91.30% 

 
100% 

乳児健康診査 
受診者数÷健診

対象者数×100 
H17 年度 87.00% 

 
97.40% 

 
100% 

幼児健康診査 
受診者数÷健診

対象者数×100 
H17 年度 96.50% 

 
96.40% 

 
100% 

産婦人科医数 
産婦人科に従事

する医師数 
H19.3 ５人 

 
７人 

 
７人 

小児 10 万人当たり小児

科医数 

小児科に従事す
る医師数÷14 歳
以下人口×10 万 

H18.4 111 人 
 114.8 人 

(Ｈ22 年度) 

 
122 人 

 

●現状  

本市では、母子保健事業が県から移譲され、低体重児をもつ家庭

の訪問をはじめ、妊娠中から乳児期に至るまでの一貫したサービス

を提供するとともに、1 か月健診や妊婦健康診査回数の拡充など内

容の充実を図っています。 

妊娠、出産から就学にいたるまでの一貫した母子保健サービスを

提供し、健康への基礎づくりを推進しています。小児科休日診療に

ついては、本市の急患診療所で対応しています。 

 

●課題  

平成２３年度乳児健康診査受診保護者の約 42％が育児について

悩み、不安を抱えている現状から、乳幼児健康診査等で発見される

要指導・要観察児に対する指導・相談体制の充実だけでなく、育児

不安者への支援が必要です。また、安心して出産し、子育てできる

母子医療体制の整備が重要です。 

 

 

 

 
 

１１  安安心心ししてて子子どどももをを生生みみ育育ててるるここととががででききるる環環境境づづくくりり  

基本方針 

(３) 母子保健対策の充実 

現状と課題 

※マタニティブックスタート： 

おなかの赤ちゃんに絵本

を読んであげることによっ

て、親子でゆったりとした

ひとときを過ごしてもらう

運動。母子健康手帳を取り

に来られる方を対象に、保

健センターで絵本を選んで

もらい渡します。 
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①  母子保健サービスの充実 

保健・福祉・教育部間と連携を図り、妊娠・出

産から就学まで母と子の健康を確保できるよう、

母子保健事業の充実を図るとともに、子育てに悩

みを抱える母親の育児不安の解消を図ります。 

② 母子医療体制の整備 

安心して出産し、子育てできるよう、乳幼児の

疾病、夜間・休日における小児救急医療などに対

応する母子医療体制の充実を図ります。 

 

 
 

     

      
   

 

  
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・母と子の健康づくり事業の充実 

・母子保健推進員の活動の充実・支援 

・マタニティブックスタート※の実施 

・食育推進計画の推進 

＜主な取組＞ 

・夜間・休日の小児救急医療体制の整備 

・小児科体制の確保・充実 

① 母子保健サービスの充実 

② 母子医療体制の整備 

(３) 母子保健対策の

充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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高齢者が地域社会の一員として社会活動に積極的に参加し、生き

がいを持って暮らせるよう条件の整備を図るとともに、健康づくり

や介護予防事業に取り組みます。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

老人クラブ加入率 

老人クラブ会員数

÷65歳以上人口×

100 

H18.4 24.4％ 

 

15.40% 

 

30％ 

高齢者の生きがい対策
と社会参画の促進に対
する市民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 46％ 

 49% 

(H24.8) 

 
増やす 

基本チェックリスト回
収率 

基本チェック回収

数÷65歳以上の要

介認定を受けてい

ない人×100 

H24.11 82％ 

 

82% 

(H24 年度) 

 

増やす 

●現状  

本市の高齢化率は、平成２２年(2010 年)現在、26.9％で、全国

平均より早く本格的な高齢社会を迎えています。このような中、平

均寿命の延びや医療の充実などを背景に多くの元気な高齢者を中

心として、様々な分野の社会活動への参加意欲が高まっています。 

一方、保健センターや平成１８年(2006 年)に設置された地域包

括支援センターなどが介護予防に積極的に取り組んでいます。 

●課題  

高齢者が地域社会の中で生きがいを持って生活できる環境づく

りを行うとともに、心身の機能を維持し、できる限り自立した生活

を送れるよう、地域において身近な相談機能の充実や介護予防の推

進が重要な課題となっています。 

また、介護が必要な状況になっても、住み慣れた地域で充実した

生活が送れるための支援が求められます。 

 

 
 

 

 

     

        
        
 

       
        
        
        
        
        

        

２２  高高齢齢者者、、障障ががいい者者がが安安心心ししてて自自立立ででききるる環環境境づづくくりり  

基本方針 

(１) 高齢者福祉の充実 

現状と課題 

※二次予防事業： 

介護認定を受けていない

人が、要介護状態等となる

ことを予防することを通じ

て地域生活を支援する事

業。 

 

 

 

※一次予防事業： 

健康教育や健康相談等を実

施し、介護予防に関する活動

の普及・啓発や介護予防に資

する地域活動の育成・支援を

する事業 
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① 生涯現役社会づくりの推進 

高齢者が、自ら意欲的に様々な分野で活躍でき

る環境づくりを進めます。 

 

②  介護予防の推進 

高齢者の「健康寿命の延伸」を目指し、生活機

能の維持、向上に向けた取組を行うとともに、機

能低下の疑いのある高齢者の早期発見を行い、介

護予防を推進します。 

 

③ 地域包括支援センターの充実 

地域包括支援センターを中心として、高齢者が

要介護状態に陥らないよう、一貫した連続性のあ

る介護予防の支援・指導を行います。 

④ 生活支援サービスの充実 

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続してい

けるよう生活支援サービスなどの充実を図ります。 

 

 

⑤ 認知症高齢者対策の充実 

今後、増加する認知症高齢者に対しては、認知

症への正しい理解の普及、相談体制の整備、早期

対応等によって本人と介護者の地域生活の継続を

支援します。

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・地域活動やボランティア活動への参加 

・老人クラブの育成強化 

・活動拠点の確保 

・高齢者就業対策の促進 

・生涯学習の充実 

＜主な取組＞ 

・生活習慣病対策の推進 

・介護予防事業（一次予防事業※・二次予防

事業※）の推進 

・生活機能の維持・向上 

＜主な取組＞ 

・介護予防ケアマネジメントの実施 

・高齢者の実態把揜 

・総合的な相談・支援や権利擁護 

・包括的継続的ケアマネジメント支援業務

の実施 

＜主な取組＞ 

・ひとり暮らしの高齢者等の自立した生活

を維持するための支援 

・ひとり暮らしの高齢者等の安心・安全な

日常生活を確保するための事業 

・高齢者の虐待防止と権利擁護の推進 

＜主な取組＞ 

・認知症への正しい理解の普及 

・相談体制の整備 

・早期発見・早期対応の仕組づくり 

・地域での見守り活動の推進 

① 生涯現役社会づくりの推進 

③ 地域包括支援センターの充実 

⑤ 認知症高齢者対策の充実 

② 介護予防の推進 

④ 生活支援サービスの充実 

(１) 高齢者福祉の充

実 

  

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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高齢に伴い、介護が必要な状態になっても、できるだけ長く住み

慣れた地域で在宅生活が継続できるよう、在宅介護サービス基盤の

充実に努めるとともに、介護保険の円滑な運営を図ります。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

居宅サービスの利用割

合（65 歳以上人口当た

り） 

介護保険の居宅介護（支
援）サービス受給者数÷

65 歳以上人口×100 
H18.12 9.1％ 

 

11.80% 

 

15％ 

在宅介護支援体制の充

実に対する市民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 46％ 

 45% 

(H24.8) 

 
増やす 

 

●現状  

介護保険制度は平成１２年４月に創設され１０年以上が経過し

ましたが、その間、介護サービスの利用者数が 2.6 倍に増えるなど

高齢者を支えていく制度として定着してきています。一方で、認知

症を患っている方や夫婦がともに介護認定を受けている方など、多

方面からの支援が必要な方も増えてきています。  

 今後も高齢化の進行に伴い、認定者数が増加していくことが見込

まれる中で、高齢者の支援が必要な状態になっても住み慣れた地域

で安心して生活が送れるように、随時サービス内容の見直しを行っ

ていく必要があります。 

●課題  

高齢者の自立支援を推進し、要介護状態への移行を防ぐ取組を行

っていくとともに、できるだけ在宅での生活を維持できるように、

在宅サービスの充実を図っていく必要があります。 

また、認知症高齢者等の増加に対応し、住み慣れた地域での生活

を支えるため、身近な日常生活圏域で提供される地域密着型サービ

スの充実が求められます。 

         

         

         

         

(２) 介護サービスの充実 

２２  高高齢齢者者、、障障ががいい者者がが安安心心ししてて自自立立ででききるる環環境境づづくくりり  

基本方針 

現状と課題 
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① 要支援者の状態維持・改善 

要支援者に対しては、高齢者の生活機能の維

持・向上の観点から、要介護状態への移行を防ぐ

取組を進めます。 

② 介護サービスの充実 

要介護者に対しては、引き続き従来からの在宅

サービス・施設サービスを総合的かつ効果的に提

供し、自立生活の支援に努めます。 

③ 地域密着型サービスの充実 

今後、認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加

が予測される中、住み慣れた地域での生活を支え

るため、地域密着型サービスの充実を図ります。 

④ 介護保険の円滑な運営 

適正な給付を図り、市民の安心と信頼の確保を

目指します。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・要支援者に対する介護ケアマネジメン  

トの充実 

・予防給付サービスの充実 

＜主な取組＞ 

・在宅サービスの充実 

・施設サービスの充実 

＜主な取組＞ 

・地域密着型サービスの充実 

・地域との交流、連携の強化 

＜主な取組＞ 

・適正なケアプラン作成に向けた指導 

・利用者主体の体制づくり 

・介護サービスの質の向上 

① 要支援者の状態維持・改善 

③ 地域密着型サービスの充実 

② 介護サービスの充実 

④ 介護保険の円滑な運営 

(２) 介護サービスの

充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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障がい者ができるだけ住み慣れた家庭や地域で自立した生活を

送れるよう、「日中活動の場」や「住まいの場」を確保し、障がい

者が安全で快適な地域生活が送れる体制の整備を図ります。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

障がい者のホームヘル

プサービス利用量 

１ヶ月当たりのホー
ムヘルプサービスの

利用時間÷利用者数 

H17 年度 
15.2 
時間 

 9.0 
時間 

 20.0 
時間 

知的・精神障がい者グル

ープホーム数 
グループホーム数 H19.3 ２箇所 

 
３箇所 

 
３箇所 

障がい者の在宅福祉サ
ービスの充実に対する
市民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 44％ 

 
44% 

 
増やす 

 

●現状  

平成１８年(2006 年)に「障害者自立支援法」が制定・施行され

ましたが、平成２５年(2013 年)４月からは、障がい者の地域社会

における共生の実現を基本理念とし、名称を「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法)」に

改め、障害福祉サービスに係る給付に加えて、地域生活支援事業そ

の他の必要な支援を総合的に行うための所要の改正が行われ、段階

的に施行されます。 

●課題  

障がい者の自立した日常生活及び社会生活を支援するため、自立

訓練等を通じて施設入所等から地域生活への移行、福祉施設から一

般就労等への移行を促進するとともに、保健・医療の充実だけでな

く、就労、教育、住まいなどを含め、バリアフリー環境の整備、障

がい者等に関する理解を深めるための啓発等が重要な課題となっ

ています。 

 

基本方針 

(３) 障がい者福祉の充実 

現状と課題 

※コミュニケーション支援事業： 

聴覚、言語機能、音声機

能、その他の障がいにより

意思疎通を図ることに支障

がある障がい者等とその他

の者の意思疎通を仲介する

手話通訳者等の派遣を行う

事業。 

２２  高高齢齢者者、、障障ががいい者者がが安安心心ししてて自自立立ででききるる環環境境づづくくりり  



 

 17 

 

 

 

 

 

 

① 地域生活の支援 

障がい者が、家族への依存から脱し、自立生活

ができる支援体制を推進します。 

② 日中活動の充実 

障がい者の地域での自立生活を支援するため、

地域の中に就労の場、昼間の介護・療養の場等「日

中活動の場」の充実を図ります。 

③ 社会参加の促進 

障がい者の社会参加を促進するため、コミュニ

ケーション手段の確保、就労・自立訓練や外出支

援を図ります。 

④ バリアフリー環境の整備 

誰もが安全で快適な日常生活を送れる「バリア

フリーな社会の構築」を図ります。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・障がい者の居住の場の確保 

・入所施設から地域生活への移行の促進 

・保健・医療の充実 

＜主な取組＞ 

・地域活動支援センターの整備 

 

＜主な取組＞ 

・コミュニケーション支援事業※の推進 

・就労・自立訓練や外出支援 

＜主な取組＞ 

・福祉のまちづくりの推進 

① 地域生活の支援 

③ 社会参加の促進 

② 日中活動の充実 

④ バリアフリー環境の整備 

(３) 障がい者福祉の

充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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誮もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住民が相互

に助け合い、支え合う地域福祉の体制をつくるとともに、子育て家

庭、高齢者、障がい者を対象とした横断的・総合的な相談体制、サ

ービス提供体制の整備を促進します。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

福祉活動ボランティア

団体登録数（人数） 

社会福祉協議会に登
録されている福祉活
動ボランティア数 

H18.10 
83 団体

5,562 人 

 82 団体

5,688 人 

 100 団体 

6,000 人 

地域福祉活動の推進に

関する市民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 54％ 

 57% 

(H24.8) 

 
増やす 

福祉関連職種の研修会

開催数（参加者数） 

１年間の延べ開催

数（参加者数） 
H17 年度 

延べ48回

(1,530 人) 

 延べ 137 回

(1,368 人) 

 
増やす 

 

●現状  

近年の子育てや介護などの福祉課題が家族だけでは解決できな

い事態に対応するため、国では、平成１２年(2000 年)の「社会福

祉法」の改正により、これからの社会福祉の基本理念として「地域

福祉の推進」を掲げました。その結果、従来の「公的機関や民間事

業者を担い手とする福祉」だけではなく、「地域住民やボランティ

アを福祉の担い手とする地域福祉」の重視へと転換しました。 

●課題  

「地域福祉計画」を策定し、社会福祉協議会と両輪で、誰もが住

み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住民みんなで相互に助

け合い、支え合う地域福祉社会の形成が求められています。特に公

的機関や民間事業者等による公的なサービスと地域住民等の支え

合い・助け合いによるサポートとの連携を図りながら、子育て家庭、

高齢者、障がい者を支える地域ケア体制の整備が重要な課題となっ

ています。 

 

基本方針 

(４) 地域福祉の充実 

現状と課題 

２２  高高齢齢者者、、障障ががいい者者がが安安心心ししてて自自立立ででききるる環環境境づづくくりり  
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① 地域福祉推進体制の整備・充実 

地域福祉計画を策定し、地域住民をはじめ事業

者や行政、社会福祉協議会と連携を図りながら地

域住民が相互に助け合い、支え合う体制づくりを

推進します。 

② 地域福祉の人づくりの推進 

地域の自治会、老人会、女性会等を対象に福祉

講座等を開催し、地域福祉活動のきっかけづくり

を行い、地域住民の中から地域福祉の人づくりを

推進します。 

③ 地域でのサービスの充実 

サービスを利用しやすくするため、わかりやす

い情報提供や相談を行うとともに、生活ニーズを

把握し、質の高いサービスを提供する環境づくり

を進めます。 

④ 要支援者の社会参加の促進 

地域の中で孤立している子育て家庭、高齢者、

障がい者など要支援者の社会参加を促進するため

の環境づくりを推進し、地域住民との交流を進め

ます。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・地域福祉計画の策定 

・社会福祉協議会の基盤強化 

・総合保健福祉会館建設の検討 

・地域福祉活動拠点の整備・充実 

 

＜主な取組＞ 

・福祉学習による地域福祉の人づくり 

・学習から活動につなげる仕組づくり 

・ふれあい体験事業の推進 

＜主な取組＞ 

・身近な相談窓口、情報提供の充実 

・民生委員、児童委員、福祉委員等の地域

情報を関係機関に引き継ぐ体制づくり 

・福祉事業者間のネットワークづくり 

＜主な取組＞ 

・要支援者に対する理解の促進 

・要支援者の移動手段の確保 

・地域行事へ参加する機会の提供 

・福祉施設での地域住民との交流促進 

① 地域福祉推進体制の整備・充実 

③ 地域でのサービスの充実 

② 地域福祉の人づくりの推進 

④ 要支援者の社会参加の促進 

(４) 地域福祉充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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低所得者世帯への適切な指導援助と生活保護の適正実施に努め

ます。また、市民の健康増進を促進するとともに国民健康保険料収

納率の向上に努め、財政基盤の強化を図ります。さらに、年金受給

権の持続的な確保を図るため、年金制度の周知徹底に努めるととも

に、国民年金未加入者の防止及び保険料納付を促進します。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

生活保護世帯の就労自

立件数 

１年間の就労 

自立件数 
H17 年度 19 件 

 
29 件 

 
26 件 

国民健康保険料現年度

分収納率 
－ H17 年度 90.0％ 

 
89.5% 

 
92.0％ 

 

●現状  

長引く景気の低迷により若者をはじめ依然として雇用状況は厳

しい中、本市の生活保護世帯数は急速に進む高齢化や失業、疾病、

離婚等の要因はあるものの、ほぼ横ばいの状況にあります。 

また、国民健康保険は、医療費の増加などにより、財政的に非常

に厳しい状況にあります。 

一方、国民年金においても、尐子・高齢化の進行により、世代間

の負担と給付の均衡を維持することが困難な状況になりつつあり

ます。 

 

●課題  

稼動年齢層の生活保護申請も多く、有効求人倍率も低迷している

状況ですが、職業安定所と緊密な相互連携と協働に基づく就労支援

自立プログラムなどの活用により、早期自立を実現させる必要があ

ります。 

国民健康保険においては、被保険者の健康維持増進を図るととも

に、保険料収納率の向上に努め、中・長期的な健全財政を継続する

ことが求められます。 

国民年金においては、年金事務所等との連携・協力に努め、未加

入者の防止や保険料納付を促進し、市民の年金受給権を確保してい

くことが必要です。 

基本方針 

(５) 社会保障の充実 

現状と課題 

２２  高高齢齢者者、、障障ががいい者者がが安安心心ししてて自自立立ででききるる環環境境づづくくりり  
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①  低所得者福祉の充実 

低所得者世帯への適切な相談業務を行うととも

に、生活保護世帯の生活を支援し、自立更生を促

進します。 

② 国民健康保険の充実 

市民の健康増進を促進し、医療費の適正化を図

り、財政基盤の強化を図ります。 

③ 国民年金の充実 

年金受給権の持続的な確保を図るため、国民年

金制度の周知徹底に努めるとともに、保険料納付

の促進及び未加入者の防止を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・低所得者世帯への生活相談・指導機能の

充実 

・生活保護世帯への就労支援など適切な指

導援助 

＜主な取組＞ 

・市民の健康増進の促進 

・医療費の適正化 

・財政の健全化 

＜主な取組＞ 

・制度の周知徹底 

・保険料納付の促進 

・未加入者の防止 

① 低所得者福祉の充実 

③ 国民年金の充実 

② 国民健康保険の充実 

(５) 社会保障の充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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「健康づくり行動計画」の推進によって、市民参加による健康づ

くり、保健サービスの充実を図るとともに、保健センターの機能の

充実など地域保健体制の整備に努めます。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ22 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

特定健康診査受診率 
受診者数÷対象

者数×100 
H20 年度 26.30% 

 
26.40% 

 
60% 

がん検診受診率 
受診者数÷対象

者数×100 
H17 年度 10.88% 

 
17.50% 

 
50% 

三大生活習慣病によ

る死亡率（人口 10 万

人当たり） 

三大生活習慣病（が

ん・心疾患・脳血管疾
患）による死亡者数÷
男（女）人口×100,000 

H17 年度 
男 317 人  723.3 人  減らす 

女 267 人  574.8 人  減らす 

 

●現状  

本市における死因の上位は、がん・心疾患・肺炎で、全体の約６

割を占めています。また、本市は、がんによる死亡率が県平均・全

国平均よりも高くなっています。 

●課題  

生活習慣病の克服は極めて重要な課題であり、増加している生活

習慣病を予防するには、「自分の健康は自らが創る」という意識を

定着させ、健康は一人一人の日常生活の中で培われるものであるこ

とを基本に、生涯を通じた健康づくりが必要です。 

      

 

３３  生生涯涯をを通通じじたた健健康康づづくくりり、、地地域域医医療療体体制制のの整整備備  

基本方針 

(１) 健康づくりの推進 

現状と課題 

※マンパワー： 

医師、保健師、管理栄養

士などの人的資源。 
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①  地域ぐるみの健康づくりの充実 

健康づくり行動計画や食育推進計画を推進する

ことにより、市民参加による健康づくりを通じて

生活習慣病の予防、壮年期死亡の減尐、健康寿命

の延伸を図ります。 

② 保健サービスの充実 

健康診査・がん検診受診者の事後指導を徹底し

て、市民の生活習慣病の改善・予防やがんの早期

発見、早期治療に結びつけます。 

 

③ 地域保健体制の充実 

市民の健康増進を図るため、保健センターの機

能を充実するとともに、保健と福祉を一体的に提

供できる地域保健体制の整備に努めます。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・健康づくり行動計画、食育推進計画の推進 

・市民参加による健康づくり 

・生活習慣病の予防、自殺予防対策の推進 

・市民健康体操（SOS おきよう体操）の推進 

・地区組織による健康づくりの推進 

＜主な取組＞ 

・予防接種の普及啓発 

・結核、感染症等の予防対策の充実 

・在宅健康管理システムの利活用の推進 

・健康教育、健康相談、受診指導、生活改

善指導等の強化 

 

＜主な取組＞ 

・保健センターの機能の充実 

・マンパワー※の確保 

・福祉施設等との連携・協力体制の確立 

① 地域ぐるみの健康づくりの充実 

③ 地域保健体制の充実 

② 保健サービスの充実 

(１) 健康づくりの推

進 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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出産からターミナルケア（終末期医療）まで、信頼される安定的

な医療・救急医療サービスの提供に努めます。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

市民病院の医師数 － H19.3 28 人 
 

23 人 
 

30 人 

医療機関の整備と医療

体制の充実に対する市

民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 45％ 

 
47% 

(H24.8) 

 

増やす 

 

●現状  

本市では、現在、地元の病院や医院を中心とした初期の診断・治

療の一次医療、市民病院を中心とした一般的な入院・治療の二次医

療の医療提供体制が採られていますが、高度・特殊な医療の三次医

療体制は、山口大学医学部附属病院が担っています。 

救急医療サービスは、医師会の協力による内科・外科の在宅当番

医制と急患診療所や救急告示病院などの一次救急医療体制、広域圏

の病院群輪番制による 365 日二次救急医療体制があります。 

市民病院は老朽化が進行していることから、平成２７年(2015年)

４月グランドオープンを目指して新病院の建設を進めています。 

●課題  

一次医療体制は、プライマリーケア（初期医療）に立脚し、かか

りつけ医機能の強化を図って、病診連携など医療施設間の機能分担

と連携の強化が必要です。 

一次・二次・三次医療と区分された限られた地域医療を有効に使

うため、軽症の場合は診療所等を受診、必要な時に救急車を利用す

るなど、患者のモラルの啓発・改善が求められています。 

 市民病院は施設・設備の機能強化、経営健全化に努めるとともに、

医師をはじめ医療職員を確保するため、勤務環境の改善が必要です。 

 

 

 

基本方針 

(２) 地域医療の充実 

現状と課題 

３３  生生涯涯をを通通じじたた健健康康づづくくりり、、地地域域医医療療体体制制のの整整備備  

医療施設の状況（平成 22 年 10 月現在） 

区  分 施設数 

病院 
施設数   7 
病床数  952 

一般診療所  60 
歯科診療所  34 
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①  地域医療体制の充実 

地域医療対策室を設置し、医療機関との総合調

整機能の充実、勤務医の負担軽減対策、市民への

適正受診の啓発、医療・保健・福祉の連携強化等

を図ります。 

宇部・小野田医療圏の中で、本市の市民病院と

しての機能・役割を明確にし、市民病院と医師会

等との連携を図り、体系的な医療体制を充実しま

す。 

②  市民病院の機能強化と経営健全化 

市民病院として地域住民に安心・安全な医療を

提供するため、病院事業改革プランに基づく経営

の健全化と、新病院の建設による病院機能の強化

を図ります。 

③  保健・医療・福祉の連携強化 

誰もが生活習慣病等にならないよう、疾病予防、

治療、リハビリ、生活支援等の質の高いサービス

が受けられるよう保健・医療・福祉の連携を強化

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・地域医療体制の充実 

・救急医療体制の充実 

・在宅医療の充実 

＜主な取組＞ 

・市民病院の経営健全化の推進 

・新病院建設の推進 

＜主な取組＞ 

・医療と保健・福祉と連携した包括的医療

の推進 

 

① 地域医療体制の充実 

③ 保健・医療・福祉の連携強化 

② 市民病院の機能強化と経営健全化 

(２) 地域医療の充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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市民の生命と財産を守り、安全な生活環境を確保するため、消防

力の充実・強化を積極的に推進するとともに、市民参加による火災

予防に重点をおいた総合的な消防体制の強化を図ります。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

消防施設・消防体制の充

実に対する満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 62％ 

 
58% 

 
増やす 

消火栓・防火水槽の充足

率 

現有箇所数÷基準

箇所数×100 
H17.3 末 90％ 

 
90% 

 
95％ 

出火率（人口 1万人当た

り） 

火災件数÷住民基本

台帳人口×10,000 
H18 5.5 件 

 
5.1 件 

 
4.8 件 

 

●現状  

火災の発生の危険性は、近年の都市化の進展等を背景に危険物施

設や特定防火対象物等の増加、さらに高齢化の進行や生活様式の多

様化などにより増大しています。また、本市には、石油コンビナー

ト等特別防災区域を持つ地域の特殊性もあります。 

これらの状況に対応すべく、消防力の強化を目的に平成２４年

(2012 年)４月、宇部市と常備消防を広域化しました。 

●課題 

本市の消防力は、消防広域化は行ったものの大規模災害に対して

は十分とはいえず、消防車両等の更新整備や消防水利の充実が必要

であるとともに、老朽化した消防庁舎への対応が必要です。 

また、電波法の改正による消防・救急無線のデジタル化への移行

や消防業務の効率化を目的とした消防通信指令システムの統一化

が求められています。 

一方、火災予防対策は、高齢者等の災害時要援護者を火災から守

るため、義務化による住宅用火災警報器設置を促進することが必要

です。 

 

 
 

 

 

   

      
      
      
      
      
      

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  

基本方針 

(１) 消防体制の充実 

現状と課題 
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① 火災の予防 

住宅火災による死者数の低減を図るための住宅

防火対策を推進するとともに、自主防火クラブを

育成することによって、地域における火災予防意

識の高揚を図ります。 

②  消防力の充実・強化 

市民の生命と財産を守るため、市全体の消防体

制の整備・充実を図ります。また、消防施設、消

防車両、消防水利施設等の充実と消防職員・団員

の資質の向上を図り、消防力の充実・強化に努め

ます。 

③ 消防団活動の推進 

消防団は地域における消防防災体制の中核的存

在として、積極的に地域の実情に合わせたきめ細や

かな災害活動を実施します。このため、消防団員の

確保と消防技術の向上に努めます。 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・自主防火クラブの育成 

・住宅火災警報器設置の促進 

・住宅防火診断の実施 

＜主な取組＞ 

・消防拠点施設の整備 

・消防教育訓練の充実 

・情報収集・伝達体制の整備 

・消防水利施設の充実 

・消防・救急無線デジタル化への対応 

・消防通信指令システムの統一 

 

① 火災の予防 

② 消防力の充実・強化 

(１) 消防体制の充実  
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③ 消防団活動の推進 

＜主な取組＞ 

・消防団活動の活性化 

・消防団施設、資器材の整備 

・自主防災組織との協力、連携 



 

 28 

 

 

市民の生命や身体の安全を守るため、救急・救助体制の充実強化

に努めます。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

市民の救命講習受講者

数 

講習受講者の 

延べ人数 
H18.12 末 10,500 人 

 
16,696 人 

 
20,000 人 

 

●現状  

救急活動は、市民の生命や身体の安全を守るうえで不可欠な行政

サービスです。平成２３年（2011 年）の本市の救急出動件数は 

3,172 件で、一日平均 8.7 件、管内人口の 23 人に１人が救急隊に

より搬送される状態となっています。また、救命率の向上を図る救

急高度化への期待が高まっています。しかし、軽症者の救急車の利

用が多くあり、本当に救急車を必要とする重篤患者への対応ができ

なくなる可能性が生じています。 

●課題  

高度化する救急・救助活動に対応するための、高規格救急自動車、

救急資器材などの整備と救急救命士の養成・充実が必要です。また、

市民に対する救命教育の充実や医療機関との連携を一層強化する

必要があります。また、救急車を必要としない軽症患者への救急車

の適正利用の啓発が必要となっています。 

一方、高速道路の交通事故、地震災害や水難、化学、毒劇物事故

等にも対応できる救助隊員の高度な技術修得、資器材の整備が必要

です。 

             

      
 

 
 

     

      
      
      
      
      
 

基本方針 

(２) 救急・救助体制の充実 

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  

現状と課題 

※ＡＥＤ： 

Automated External 

Defibrillator の略で、自動

体外式除細動器のこと。医

療関係者以外の者でも使用

可能な心臓電気ショックの

機器。 
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①  救急体制の充実 

救急患者の救命率の向上を図るため、救急体制

の高度化を図るとともに、医療機関との連携を強

化します。また、市民に対する救命教育の充実を

図るとともに、ＡＥＤ※の設置を促進します。 

また、救急車の適正利用の啓発をします。 

② 救助体制の充実 

大規模災害時における救助体制の充実を図るた

め、救助工作車等救助資器材を整備・拡充すると

ともに、救助隊員の資質の向上を図ります。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・救急救命士の教育訓練の充実 

・高規格救急自動車の更新 

・市民に対する救急講習の開催 

・ＡＥＤステーションの設置・促進 

・医療機関との連携体制の強化 

・救急車の適正利用の啓発 

 

＜主な取組＞ 

・救助工作車・器材の更新 

・救助隊員の教育訓練 

① 救急体制の充実 

② 救助体制の充実 

(２) 救急・救助体制

の充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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市民生活の安全を確保するため、地域防災計画に基づき、市民へ

の防災対応の周知、自主防災組織の充実や通信連絡網の整備、建築

物の耐震化など、防災対策の強化に努めます。また、武力攻撃事態

等においては、国民保護計画に基づき住民の保護に努めます。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

自主防災組織率 
自主防災組織に組織
されている世帯数÷

全世帯数×100 
H19.3 27.1％ 

 
85.6% 

 
100％ 

災害時の情報伝達手段

の整備に対する市民満

足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 34％  45% 

 

増やす 

台風や地震時の防災訓

練の充実に対する市民

満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 38％  52% 

 

増やす 

 

●現状  

本市は、瀬戸内海に面し、沿岸域一帯がほとんど干拓地であるた

め、大雤による市街地の浸水被害や台風時の高潮等による海岸、河

川の堤防が決壊する大災害を被った経験もあります。また、北部の

森林地帯から中南部の丘陵部には、土砂災害の発生するおそれがあ

る区域が点在しています。 

平成２４年(2012 年)７月には、防災に対する基本理念と市民、

事業者及び市の責務と役割を定めた「山陽小野田市防災基本条例」

を制定し、災害に強いまちづくりを推進しています。 

●課題 

災害は予期せぬ時にやってくるため、災害の未然防止策のみでな

く、災害時の応急対策が必要であり、平常時から防災関係機関との

連携を強化するとともに、市民への災害情報の提供が必要です。 

また、地域防災力の向上を図るため、自主防災組織の育成を図り、

ハザードマップ（洪水・高潮・土砂災害避難地図）等を活用した自

主的な防災訓練や、自分たちの住んでいる地域の危険を知るために

も、地域独自のハザードマップを作成することが必要です。 

さらに、古い建築物は耐震強度が全体的に不足しており、新しい

建築物であっても天井や外壁の落下など、重大事故が起こる場合が

あるため、その対策が必要です。

基本方針 

(３) 防災体制の充実 

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  

現状と課題 
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① 防災に対する意識の高揚 

市民が正確な防災知識をもち、災害時に迅速か

つ適切な行動を行えるよう、出前講座、防災講演

会や各種メディアを活用して防災啓発活動を行う

とともに、防災教育を推進します。 

② 防災体制の充実 

市の職員が相互に連携して迅速かつ円滑な防災

活動ができるよう、地域防災計画に基づき、防災

訓練等を通じて日頃から総合的な防災体制の確立

に努めます。 

③ 地域防災力の向上 

地域防災力の向上を図るため、自主防災組織の

育成を図るとともに、ハザードマップを活用して

地域防災訓練を行い、防災活動に必要な知識や技

術の習得を促進します。また、避難所機能の充実

を図ります。 

④ 建築物の耐震強化 

地震による建築物の被害を最小限にとどめるた

め、昭和 56年（1981 年）以前に建設された建築物

を中心に、耐震診断及び耐震改修の促進に努めま

す。 

⑤ 武力攻撃事態への対応 

武力攻撃事態等においては、市の国民保護計画

に基づき、住民の避難、救援等が行えるように努

めます。

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・防災知識の普及啓発 

・学校における防災教育の推進 

＜主な取組＞ 

・総合的防災体制の整備 

・職員防災訓練の実施 

・防災無線など情報システムの整備 

・防災資器材等の整備 

・情報伝達手段の充実 

＜主な取組＞ 

・自主防災組織の育成 

・ハザードマップ(洪水・高潮・土砂災害 

避難地図)の作成と周知 

・地域防災訓練の実施 

・避難地、避難路、避難所の選定・整備 

・地域防災リーダー（防災士）の育成 

 

＜主な取組＞ 

・公共施設の耐震化の推進 

・建築物の耐震化の促進 

＜主な取組＞ 

・平素からの備えや予防体制の充実 

 

① 防災に対する意識の高揚 

③ 地域防災力の向上 

⑤ 武力攻撃事態への対応 

② 防災体制の充実 

④ 建築物の耐震強化 

(３) 防災体制の充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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市民の生命と財産を守り、安全な生活環境を確保していくため、

海岸の保全、河川の保全、山地の保全や低地の保全を計画的に推進

します。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

高千帆地区の排水能力 
流域地区内における
排水機場ポンプの 

総排水能力 
H19.3 15.9 ㎥/s  

 
15.9 ㎥/s 

 
増やす 

厚狭地区の排水能力 
流域地区内における
排水機場ポンプの 

総排水能力 
H19.3 13.0 ㎥/s  

 
13.0 ㎥/s 

 
39.0 ㎥/s 

周防高潮対策事業の進

捗率 

整備済護岸延長÷ 

計画護岸延長×100 
H18.3 末 35.3％ 

 
44.50% 

 
70％ 

 

●現状  

本市は、瀬戸内海に面しており、沿岸域は津波、高潮などの災害

の危険にさらされています。また、市内には干拓事業で形成された

多くの低地があるほか、土石流、地すべり、急傾斜地など土砂災害

危険箇所があります。 

●課題  

これまで、海岸や河川の保全事業に取り組んできましたが、郡・

津布田海岸や厚狭川、前場川、糸根川など未整備地区の整備を促進

することが必要です。 

また、土砂災害や山地災害の危険箇所については、緊急度を考慮

しながら、整備する必要があります。 

市街地の大半が干拓地で低地の小野田地区では、市街化に伴い、

水路改修やポンプ場など排水施設の整備を進めてきました。今後も、

引き続き、改修・整備を進めて、浸水被害の解消を図る必要があり

ます。 

基本方針 

(４) 市域保全の充実 

現状と課題 

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  
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① 海岸の保全 

津波、高潮などの水害から守るため、海岸の保

全に努めます。 

②  河川の保全 

河川の氾濫や高潮などの水害から守るため、周

防高潮対策事業など河川改修事業の早期完成を促

進します。 

③ 山地の保全 

土砂災害や山地災害から守るため、各種防災事

業を促進するとともに、山地保全の観点に立って、

適正な山地開発の指導に努めます。 

④ 低地の保全 

大雤などによる浸水被害から守るため、水路、

ポンプ等の整備など内水対策の充実を図ります。 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・海岸防災事業の促進 
・海岸保全施設の適正管理 

＜主な取組＞ 

・周防高潮対策事業の促進 

・河川激甚災害対策特別緊急事業の促進 

・広域河川改修事業の促進 

 

 

 

＜主な取組＞ 

・山地災害の復旧 

・地滑り対策事業の促進 

・がけ崩れ危険箇所の整備 

・山地開発の適正な指導 

＜主な取組＞ 

・水路、ポンプ場の整備 

・危険ため池の改修 

・小規模河川の改修 

① 海岸の保全 

③ 山地の保全 

② 河川の保全 

④ 低地の保全 

(４) 市域保全の充実 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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交通安全意識の普及啓発及び交通安全施設等の整備を推進し、交

通事敀のない安全で円滑な交通環境を確保します。また、防犯意識

の高揚と地域防犯活動の促進を図るとともに、空き家対策を総合的

に推進し、安心で安全なまちづくりを目指します。 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

交通事故発生件数 
１年間に発生した

人身交通事故件数 
H18 366 件 

 
315 件 

 
減らす 

刑法犯罪認知件数 
１年間に警察におい
て被害届、告訴、告
発等を受理した件数 

H18 823 件  489 件 
 

減らす 

交通安全対策の推進に

対する市民満足度 

市民アンケート 

調査 
H18.1 51％  50% 

 
増やす 

 

●現状  

本市は、国道 2号、国道 190 号、国道 316 号などの主要幹線が通

る交通の要衝にあり交通量も多いため、道路延長当りの交通事故発

生件数は県平均よりも多くなっています。 

一方、近年、全国的に高齢者をねらった詐欺犯罪や子どもをねら

った犯罪が増えており、本市でも不審者の出没等がみられます。ま

た、管理不全の空き家の存在が市民生活に危険と不安をもたらして

います。 

 

●課題  

悲惨な交通事故から市民の生 

命を守るため、交通安全施設の 

整備はもとより、市民一人一人 

の交通安全意識の高揚や交通弱 

者である高齢者や子どもに対す 

る安全教育が必要です。また、 

地域社会の犯罪を未然に防ぐた 

めの意識の高揚や地域防犯組織 

と関係機関との連携強化が必要 

です。さらに、空き家対策の総 

合的な推進が必要です。 

 

 

基本方針 

(５) 交通安全と治安の確保 

現状と課題 

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  



 

 35 

 

 

 

 

 

 

① 交通安全意識の普及 

交通安全意識を普及するため、交通安全教育等

を進めます。また、交通事故の未然防止を図るた

め、交通安全対策協議会を中心に交通安全活動を

促進します。 

② 交通安全環境の整備 

交通事故を未然防止するため、各種の交通安全

施設の設置を図ります。また、交通事故多発地点

の解消を図るため、効果的な交通規制、歩道の設

置等を進めます。 

③ 地域防犯対策の推進 

地域社会の犯罪を未然に防ぐため、警察等と連

携しながら地域住民の自主的な防犯活動を促進し

ます。 

④ 空き家対策の推進 

市民生活の安心と安全を確保するため、空き家

の適正管理を推進し、管理不全な状態にある空き

家の是正を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

施策体系 

施策展開 

＜主な取組＞ 

・交通安全教育の充実 
・交通安全活動の充実 

＜主な取組＞ 

・交通安全施設の整備 

・交通事敀多発地点の解消 

・道路照明の整備 

・道路不法占用、違法駐車などの排除 

・市民交通災害共済制度の充実 

・通学路の安全確保 

＜主な取組＞ 

・地域防犯活動の充実 

・民間防犯組織の強化 

・地域安全情報の充実 

・防犯灯の設置 

① 交通安全意識の普及 

③ 地域防犯対策の推進 

② 交通安全環境の整備 

(５) 交通安全と治安

の確保 
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④ 空き家対策の推進 
 
 

＜主な取組＞ 

・空き家の適正管理の啓発 

・管理不全な空き家対策の強化 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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消費者の保護を図るとともに、消費生活の安定と向上に努めます。

また、確かな選択・判断ができる消費者を育成するため、消費者教

育や情報提供に努めます。 

 

●目標指標 

指 標 説 明 
基準値 

 
現状値 

(Ｈ23 年度) 

 目標値 

基準年 数 値  (Ｈ29 年度) 

消費者教育回数 
１年間の教育回

数 
H18 年度 2 回 

 
2 回 

 
4 回 

 

●現状  

市民生活が豊かになるに伴い、多種多様な商品が出回るようにな

りましたが、反面、電話勧誘、訪問販売などによる悪質商法が巧妙

化、複雑化しつつあります。また、急速な IT・国際社会化に伴う

インターネットトラブルも増加しております。このような状況の中、

本市では、平成２４年(2012年)４月に消費生活センターを開設し、

相談体制を整備するとともに、広報等による消費者の意識啓発、消

費者団体の支援などを行っています。また、くらしの相談員や商品

量目監視員と連携し、情報の収集に努めています。 

●課題  

近年、アダルト・サクラサイト商法※などのインターネットトラ

ブルや高齢者をねらった悪質な訪問販売などのトラブルが発生し

ており、より一層、消費者保護に向けた活動を強化するとともに、

消費者自らが必要な知識を習得し、自主的に行動することが必要に

なっています。今後は、多様化する消費生活相談に対応するため、

窓口の相談体制の一層の充実を図る必要があります。 

 

基本方針 

(６) 消費者の保護と意識啓発 

現状と課題 

※サクラサイト商法 

業者に雇われたサクラが

異性、芸能人などのキャラ

クターになりすまして、消

費者のさまざまな気持ちを

利用し、メール交換等の有

料サービスを利用させ、そ

の度に支払いを続けさせる

悪質な商法 

４４  市市民民がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる環環境境づづくくりり  
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① 消費者教育・情報提供の推進 

確かな選択・判断ができる消費者を育成するた

め、消費者教育や情報提供に努めるとともに、消

費者団体の育成を図ります。 

 

② 消費生活センターの相談体制の充実 

複雑・深刻化する消費者トラブルに適切に対応

するため、消費生活相談体制の充実を図ります。 

 

 

 

施策体系 

施策展開 

① 消費者教育・情報提供の推進 (６) 消費者の保護と

意識啓発 

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第１章 暮らしの安心・安全を守るまちづくり

第 12 章 魅力と活力ある産業の振興 
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＜主な取組＞ 

・消費者教育や情報提供の推進 

・消費者団体の育成 

 

＜主な取組＞ 

・消費者相談体制の充実 

② 消費生活センターの相談体制の充実 

 


